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株主のみなさまへ�
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連結業績ハイライト�

業績概要�

 410,164 百万円�

 4,344 百万円（1.1％）�

 3,250 百万円（0.8％）�

 ‐4,372 百万円（-1.1％）�

 ‐17 円21銭�

 505,224 百万円�

 156,747 百万円�

 617 円04銭�

 462,742 百万円�

 10,258 百万円（2.2％）�

 7,253 百万円（1.6％）�

 3,511 百万円（0.8％）�

 13 円82銭�

 503,061 百万円�

 148,742 百万円�

 585 円45銭�

‐11.4�

‐57.7�

‐55.2

区 　 分 �

売　上　高�

営業利益（対売上比）�

経常利益（対売上比）�

中間純損益（対売上比）�

１株当たり中間純損益�

総　資　産�

株 主 資 本 �

１株当たり株主資本�

（2004.4.1～2004.9.30）� （2003.4.1～2003.9.30）�

（注）記載金額は、１億円未満を四捨五入して表示しております。�

2003年度中間期�2004年度中間期� 前　年�
同期比�

前　年�
同期比�

部門別売上高�

300,311�

34,859�

24,464�

47,758�

2,770�

410,164�
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283,401

306,846�

36,565�

34,032�
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‐2.1�

‐4.7�

‐28.1�

‐41.9�

‐9.9�

‐11.4�

‐17.5�

‐8.3

区 　 分 �

民生用機器�

産業用機器�

電子デバイス�

ソフト・メディア�

そ　の　他�

合　　計�

　　国　　内�

　　海　　外�

（2004.4.1～2004.9.30）� （2003.4.1～2003.9.30）�

2003年度中間期�2004年度中間期�

内
　
訳�
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（注） 1.連結対象会社（当社及び連結子会社）数は76社、持分法適用会社数は１社であります。�
 2.連結子会社75社の所在地は、日本19社、米州10社、欧州23社、アジア23社であり、持分法適用会社1社�
　　　の所在地は日本であります。�



　株主のみなさまには格別のご高配を賜り、誠にありがたく厚く御礼申し上げます。�
　2004年度中間期（2004年4月1日～9月30日）の事業の概況につきご報告申し上げます。�
　当中間期は第2四半期に業績が急速に悪化し、誠に遺憾ながら、連結・単独ともに前年に対し
大幅な減収減益となりました。株主のみなさまのご期待にお応えできず、誠に申し訳ございま
せん。心よりお詫び申し上げます。�
　当中間期の業績悪化の要因は、当社の経営オペレーションが、デジタル化が加速する時代の
流れの中で、環境の激変にスピーディに対応できなかったことによるものであり、私以下全
社員が謙虚に反省すべきものと考えております。�
　下期につきましては、株主のみなさまのご期待にお応えすべく、引き続き全力で経営改革に
取り組んでまいります。�
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取締役社長�寺 田 雅 彦 �

2004年度中間期　連結決算のポイント�

・ ビデオカメラの苦戦�

・ 在庫の増加�

株主のみなさまへ�

民生用機器の欧米における販売苦戦�

・音楽CDの発売中止・延期等�

ソフト・メディアの不振�

・ デバイス事業の構造改革�

・ 雇用構造改革�

構造改革の常態化�

連結業績��
�
　当中間期の連結売上高は、ソフト・メディア部門における特殊要因に加え電子デバイス部門における事業構造改革等もあり、
4,102億円（前中間期比11.4％減）となりました。�
　損益につきましては、購買コストダウンや固定費の削減に努めましたが、売価下落や販売金額の減少に加え音楽事業の苦戦
もあり、営業利益は43億円（前中間期比58％減）、経常利益は33億円（前中間期比55％減）となりました。中間純損益は、
雇用構造改革に伴う特別退職金の影響が大きく、44億円の損失（前中間期は35億円の利益）となりました。�
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株主のみなさまへ�

営業利益の主な変動要因�

部門別営業概況�
�
�
●民生用機器部門�
　国内では、デジタルビデオカメラの落込みを液晶テレビやDVDレコーダーの販売拡大でカバーした結果、売上高は増加
いたしました。海外では、プロジェクションテレビや薄型テレビに加えDVDレコーダーやカーオーディオも伸長いたしま
したが、ビデオカメラが苦戦したため、売上高は減少いたしました。�
　この結果、当部門全体の売上高は前中間期比で2.1％減少いたしました。�
●産業用機器部門�
　国内では監視カメラシステム等のセキュリティ商品が伸長いたしましたが、プレゼンテーション商品が苦戦し、売上高
は減少いたしました。海外では、セキュリティ商品、プレゼンテーション商品ともに苦戦し、売上高は減少いたしました。�
　この結果、当部門全体の売上高は、前中間期比で4.7％減少いたしました。�

●電子デバイス部門�
　CD用光ピックアップや高密度ビルドアップ多層基板が伸長いたしましたが、光ディスクモータ－等が苦戦したため、当
部門全体の売上高は、前中間期比で28.1％減少いたしました。�
●ソフト・メディア部門�
　音楽CDの販売受託契約満了や発売中止・延期等により苦戦した結果、当部門全体の売上高は前中間期比で41.9％減少
いたしました。�

　上期の営業利益は、デジタルビデオカメラ、ホームシアターシステム、記録メディア等の売価下落や販売減少、音楽CDの
苦戦等の減益要因を購買コストダウン、固定費の削減、為替の好転等でカバーすることが出来ず、43億円に留まりました。�

（増益要因）�

2003年度中間期� 2004年度中間期�

（減益要因）�

103

固定費�
削減他�
30

為替差益�
16

購買�
コストダウン等�

151

売価下落�
△186

販売減少�
△51 音楽CD苦戦�

△20
△60

43

（単位：1億円）�



２００４年度 連結（通期）業績予想の修正について�

　下期はデジタルビデオカメラや音楽CDの新商品発売による挽回に加え構造改革の効果も具現化いたしますが、売価下落は
下期も引き続き厳しいと予想されることなどから、4月27日に公表した当年度の連結業績予想を修正いたします。�
　売上高は9,050億円を、また利益につきましては、営業利益230億円、経常利益170億円、当期純利益40億円を見込んで
おります。�
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単独業績�

今後の取組み�
�
�
　下期は、当中間期の遅れを挽回すべく、全力で経営改革に取り組んでまいります。具体的には、収益の確保および在庫
圧縮等を推進し、キャッシュ・フロー重視の経営を強化し、資金造出に努めます。期末に予定の社債償還につきましては、
自己資金にて対応いたします。�
　また、2005年度中間期に予定されております社債償還、借入金返済資金として、2005年9月から期間3年の長期借
入金200億円のコミットメント契約と2005年9月から期間2年の長期借入金100億円の契約をいたしました。なお、
手元流動性補完のために、短期借入金コミットメント契約100億円を2004年9月から4年間の長期契約をいたしました。�

�
�
　当中間期の単独業績は、右記の「単独業績概要」および10
ページの「単独決算」に記載のとおりでございます。 �
　なお、中間配当につきましては、今後に予想される企業間
競争の激化や環境の変化に耐え得る企業体質の強化および将来
への事業展開に備え、10月27日開催の取締役会におきまして、
誠に遺憾ながら当中間期も引き続き見送らせていただくこと
を決定させていただきました。�
　株主のみなさまには誠に申し訳なく存じますが、何卒ご了承
賜りますようお願い申し上げます。�

9,050�

230�

170�

40

9,350�

280�

230�

80

9,220�

252�

202�

156

‐300  （‐3%）�

‐50（‐18%）�

‐60（‐26%）�

‐40（‐50%）�

‐170  （‐2%）�

‐22  （‐9%）�

‐32（‐16%）�

‐116（‐74%）�

売　上　高�

営業利益�

経常利益�

当期純利益�

①2004年度�
10月27日修正予想�

②2004年度�
4月27日当初予想�

③2003年度�
実　績�

①－②�
当初予想比（減少率）�

①－③�
前年度比（減少率）�

（注） 1億円未満を四捨五入して表示しております。�

株主のみなさまへ�

（単位：1億円）�

単独業績概要（ご参考）�

 223,073 百万円（-12.3％）�

 ‐1,451 百万円（-0.7％）�

 ‐264 百万円（-0.1％）�

 ‐3,402 百万円（-1.5％）�

 ‐13 円39銭�

 343,016 百万円�

 142,892 百万円�

 562 円50銭�

 254,322 百万円�

 6,439 百万円（2.5％）�

 5,250 百万円（2.1％）�

 3,925 百万円（1.5％）�

 15 円45銭�

 349,111 百万円�

 143,871 百万円�

 566 円27銭�

区 　 分 �

売上高（前年同期比）�

営業損益（対売上比）�

経常損益（対売上比）�

中間純損益（対売上比）�

１株当たり中間純損益�

総　資　産�

株 主 資 本 �

１株当たり株主資本�

（2004.4.1～2004.9.30）� （2003.4.1～2003.9.30）�

2003年度中間期�2004年度中間期�



2004年度中間期の業績概要�
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HD-ILAリアプロジェクションテレビ�
北米にて発売、高い評価�

HD-ILAリアプロジェクションテレビ�
HD-61/52 Z575/585

「ジェネッサ」搭載ハイビジョン液晶テレビ�
LT-32/26LC50

VHS搭載DVDレコーダー DR-MV3

高精細カラーOELディスプレイ搭載�
MP3/WMA対応CDレシーバー KD-SHX701

高画質技術である映像知能�
「ジェネッサ」の新開発�

高付加価値のEXADシリーズを発売�
米州、アジアなどで販売好調を持続�

DVDレコーダー�
日米で機種別シェア第1位獲得�

VHS＆HDD搭載DVDレコーダー DR-MX1

民生用機器事業における当中間期の成果�

ディスプレイ事業�

光ディスク事業� カーＡＶ機器事業�

国内外で好調、世界全地域で売上高が二桁伸長�
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2004年度中間期の業績概要�

　しかしながら、当中間期は以下のようなビクター・JVCらしい独自性のある新商品を発売することができました。�
�
●ディスプレイ事業�
　本年7月に北米において発売したHD-ILAリアプロジェクションテレビは、画質やデザインに高い評価をいただいており
ます。また国内においては、新開発の高画質技術である映像知能「ジェネッサ」を搭載した液晶テレビ（26インチ、32
インチ）がヒットいたしました。�
　当中間期はこれらの新商品を起爆剤とし、また、ブラウン管テレビも欧州、アジアを中心に海外で堅調な販売を続けて
いることから、世界全地域で売上高の二桁伸長を果たすことができました。�
�
●光ディスク事業�
　DVDレコーダーの商品ラインナップが揃い、国内ではハードディスクとVHSを搭載した「3 in 1」モデルが、また
北米ではVHS搭載モデルがヒットいたしました。高画質・高音質で使いやすいという特長に加え、当社が育んできた
VHS技術も活用することにより、当中間期の販売は好調に推移いたしました。�
�
●カーＡＶ機器事業�
　米州、アジア、欧州などにおいて高付加価値路線のEXADシリーズを発売し、販売好調を持続しております。�

　映像処理専用CPUを搭載した、世界で初めての映像LSI＊です。従来の
高画質エンジンでは実現できなかった、同一シーンにおける各明暗部の
最適なコントラストを実現しました。�

映像知能 とは�
ジ ェ ネ ッ サ �

■従来の高画質エンジン ■ジェネッサ�

花畑の暗い箇所と、富士山の
明るい箇所がはっきり見えない。�

明暗部を個別にコントラスト補正する
ことにより、花畑も富士山もくっきり。�

カラークリエーションの
働きで色彩感を高め、
青から赤へと変わる夕
焼け空や富士山の色を
繊細に表現。立体感あ
ふれる、鮮やかな映像を
再現します。�

＊2004年4月現在、当社調べ�

スリー  イン  ワン�
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下期に向けての取組み�

GZ-MC100GZ-MC200

　新商品投入による市場占有率の向上と継続的な購買コストダウンによる収益性回復に加え、世界初のハードディスクムービー
“エブリオ” 発売による新市場の開拓を目指します。�

デジタルビデオカメラ事業の挽回�

●ディスプレイ事業�
　北米において高い評価をいただいているHD-ILAリアプロジェクションテレビを本格的に販売すると同時に、この商品の
良さを十分ご理解いただくことのできる営業体制を構築してまいります。ロシア・アジアにおいては、堅実な収益を期待
できるブラウン管テレビのシェアアップを図ります。�
　また、「ジェネッサ」の進化による更なる高画質の実現などのOnly1技術で独自性を強化してまいります。�

ディスプレイ事業、光ディスク事業の更なる強化�

超小型4GB HDD採用の�
MPEG-2ムービー。�
DVD画質で60分、動画記録！�

最大9,999枚の�
　　　　高画質写真撮影。�
光学10倍ズーム＆�
パソコンレス・カラープリント！�

HDDならではの快適操作と�
カンタン便利機能！�

ハードディスクムービー�
エ ブ リ オ �
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下期に向けての取組み�

●光ディスク事業�
　ハードディスクとVHSを搭載したモデルやVHS搭載モデルを中心としたDVDレコーダーのラインナップを更に強化
してまいります。�

　本年1月に設立したJVCエンタテインメント・ネットワークス㈱との相乗効果の発揮や新人アーティストの発掘・育成力の
強化、着メロ・着うた等へのコンテンツ供給による権利収入拡大等の施策を実行してまいります。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
　株主のみなさまにおかれましては、今後とも一層のご支援・ご鞭撻を賜りますよう、お願い申し上げます。�

2004年12月　取締役社長　寺田雅彦　�

DR-MX5

ハードディスク＆VHS搭載モデル� ハードディスク搭載モデル� VHS搭載モデル�

DR-MX3

DR-MH55

DR-MH35

音楽ソフト事業の強化�

250GBHDD
最長約473時間録画�

160GBHDD
最長約300時間録画�

250GBHDD
最長約473時間録画�

160GBHDD
最長約300時間録画�

DR-MF3

DR-MV3

サザンオールスターズ�
CDシングル�

「愛と欲望の日 /々LONELY WOMAN」� 広瀬香美�
CDシングル「日付変更線」�

広瀬香美�
CDアルバム「LOVEBIRD」�

MINMI�
CDシングル「Are yu ready」�

LOVE PSYCHEDELICO�
CDシングル「fantastic world」�

MINMI�
ライブDVD「LIVE TOUR2004"imagine"」�

《12月までの注目作品》�
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（注） 1.記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�
 2.有形固定資産の減価償却累計額�
  当中間期 271,343百万円�
  前中間期 286,024百万円�

連結決算�

科　　目�

流 　 動 　 資 　 産 �

　現金及び預金�

　受取手形及び売掛金�

　たな卸資産�

　繰延税金資産�

　その他�

　貸倒引当金�

固 　 定 　 資 　 産 �

 有形固定資産�

　建物及び構築物�

　機械装置及び運搬具�

　土地�

　その他�

 無形固定資産�

 投資その他の資産�

　投資有価証券�

　長期貸付金�

　繰延税金資産�

　その他�

　貸倒引当金�

資 　 産 　 合 　 計 �

流 　 動 　 負 　 債 �

　支払手形及び買掛金�

　短期借入金�

　一年内償還予定社債�

　一年内償還予定転換社債�

　未払費用�

　未払法人税等�

　繰延税金負債�

　製品保証引当金�

　返品調整引当金�

　その他�

固 　 定 　 負 　 債 �

　社債�

　転換社債�

　長期借入金�

　退職給付引当金�

　連結調整勘定�

　その他�

負 　 債 　 合 　 計 �

少 数 株 主 持 分 �

資 本 金 �

資 本 剰 余 金 �

利 益 剰 余 金 �

その他有価証券評価差額金�

為替換算調整勘定�

自 己 株 式 �

資 本 合 計 �

負債、少数株主持分及び資本合計�

連結貸借対照表� 連結損益計算書�

連結キャッシュ・フロー計算書�

売上高�

　売上原価�

売上総利益�

　販売費及び一般管理費�

営業利益�

　営業外収益�

　営業外費用�

経常利益�

　特別利益�

　特別損失�

税金等調整前中間純損益�

　法人税、住民税及び事業税�

　法人税等調整額�

　少数株主利益�

中間純損益�

営業活動によるキャッシュ・フロー�

投資活動によるキャッシュ・フロー�

財務活動によるキャッシュ・フロー�

現金及び現金同等物に係る換算差額�

現金及び現金同等物の増加額�

現金及び現金同等物の期首残高�

新規連結子会社による現金及び現金同等物の影響額�

現金及び現金同等物の期末残高�

410,164�

277,681�

132,482�

128,137�

4,344�

1,876�

2,970�

3,250�

2,870�

7,075�

△954�

2,551�

780�

86�

△4,372

462,742�

322,523�

140,219�

129,960�

10,258�

1,561�

4,567�

7,253�

646�

1,496�

6,402�

2,458�

336�

95�

3,511

△29,993�

△4,108�

4,558�

1,033�

△28,509�

97,241�

272�

69,004

9,213�

△2,551�

△6,358�

△649�

△347�

83,411�

887�

83,951

380,666�

69,159�

115,637�

150,805�

23,071�

25,972�

△3,980�

124,558�

94,135�

29,516�

17,826�

25,902�

20,889�

3,480�

26,942�

11,233�

905�

3,467�

12,231�

△894�

505,224

381,265�

85,956�

122,486�

126,716�

19,657�

31,339�

△4,890�

121,796�

96,421�

33,806�

17,580�

29,073�

15,962�

3,701�

21,672�

10,941�

1,369�

1,616�

9,033�

△1,288�

503,061

資 産 の 部 �

百万円� 百万円� 百万円� 百万円�

百万円�

百万円� 百万円�

百万円� 百万円�

百万円�

292,206�

84,325�

63,181�

16,557

30,496

69,482�

4,311�

112�

5,298�

2,364�

16,077�

52,416�

30,000�

–�

407�

17,974�

115�

3,918�

344,623�

3,853

233,279�

89,445�

38,483�

–

–

74,749�

3,697�

134�

4,850�

2,231�

19,687�

116,783�

46,642�

30,713�

20,600�

16,114�

347�

2,364�

350,063�

4,256

34,115�

67,216�

74,629�

3,367�

△22,417�

△164�

156,747�

505,224

34,115�

67,216�

67,525�

2,434�

△22,423�

△125�

148,742�

503,061

負 債 の 部 �

資 本 の 部 �

（2004年9月30日現在）�

当中間期�
2004年9月30日� 2003年9月30日� 2004年9月30日� 2003年9月30日�

前中間期� 科　　目� 当中間期� 前中間期�
自 2004年4月 1 日�
至 2004年9月30日�

自 2003年4月 1 日�
至 2003年9月30日�

当中間期� 前中間期�
科 　 目 �

自 2004年4月 1 日�
至 2004年9月30日�

自 2003年4月 1 日�
至 2003年9月30日�

科 　 目 �
当中間期� 前中間期�



10

単独決算�

科　　目�

流 　 動 　 資 　 産 �

　現金及び預金�

　受取手形�

　売掛金�

　製品�

　仕掛品�

　原材料・貯蔵品�

　未収入金�

　繰延税金資産�

　その他�

　貸倒引当金�

固 　 定 　 資 　 産 �

 有形固定資産�

　建物�

　構築物�

　機械及び装置�

　車両及び運搬具�

　工具・器具及び備品�

　土地�

　建設仮勘定�

 無形固定資産�

 投資その他の資産�

　投資有価証券�

　関係会社株式�

　出資金�

　関係会社出資金�

　長期貸付金�

　長期前払費用�

　繰延税金資産�

　その他�

　貸倒引当金�

資 　 産 　 合 　 計 �

流 　 動 　 負 　 債 �
　支払手形�
　買掛金�
　一年内償還予定社債�
　一年内償還予定転換社債�
　一年内返済予定長期借入金�
　未払金�
　未払法人税等�
　未払費用�
　前受金�
　預り金�
　製品保証引当金�
　設備支払手形�
　事業構造改善引当金�
　その他�
固 　 定 　 負 　 債 �
　社債�
　転換社債�
　長期借入金�
　退職給付引当金�
　その他�
負 　 債 　 合 　 計 �

資 本 金 �
資 本 剰 余 金 �
　資本準備金�
　その他資本剰余金�
利 益 剰 余 金 �
　利益準備金�
　圧縮記帳積立金�
　任意積立金�
　中間未処理損失�
その他有価証券評価差額金�
自 己 株 式 �
資 本 合 計 �
負債及び資本合計�

単独貸借対照表� 単独損益計算書�

営業損益の部�

　売上高�

　売上原価�

　販売費及び一般管理費�

営業損益�

営業外損益の部�

　営業外収益�

　営業外費用�

経常損益�

　　特別利益�

　　特別損失�

税 引 前 中 間 純 損 益 �

　　法人税、住民税及び事業税�

　　法人税等調整額�

中 間 純 損 益 �

前期繰越利益又は損失（△）�

合併に伴う未処分利益受入額�

中 間 未 処 理 損 失 �

180,242�

36,579�

4,124�

50,055�

36,685�

7,731�

9,944�

17,017�

17,833�

2,013�

△1,743�

162,773�

44,986�

10,982�

336�

7,134�

29�

6,811�

12,757�

6,934�

1,955�

115,830�

7,937�

92,681�

150�

10,409�

200�

1,641�

715�

2,388�

△294�

343,016

185,080�

47,756�

3,949�

56,595�

33,130�

4,535�

10,473�

10,711�

13,857�

6,661�

△2,591�

164,031�

45,441�

12,801�

396�

7,833�

4�

7,117�

14,176�

3,111�

2,237�

116,352�

8,540�

92,700�

1,171�

9,008�

239�

2,499�

–�

2,583�

△391�

349,111

資 産 の 部 �

百万円� 百万円� 百万円� 百万円�

百万円�

百万円� 百万円�

百万円�

157,996�
4,428�
47,426�
9,500

30,496

20,000�
1,858�
320�

32,598�
2,253�
3,970�
1,311�
1,447�
821�
1,564�
42,127�
30,000�

–�
–�

12,127�
–�

200,123

104,359�
3,432�
50,169�

–

–

5,000�
1,244�
116�

34,931�
1,532�
2,528�
1,105�
463�

–�
3,834�

100,881�
39,500�
30,713�
20,000�
9,977�
690�

205,240

34,115�
67,216�
67,216�

0�
39,216�
5,463�
446�

33,650�
342�
2,507�
△164�
142,892�
343,016

34,115�
67,216�
67,216�

0�
40,664�
5,463�
459�

73,650�
38,908�
2,000�
△125�
143,871�
349,111

負 債 の 部 �

資 本 の 部 �

（2004年9月30日現在）�

（注） 1.記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�
 2.有形固定資産の減価償却累計額�
  当中間期 185,249百万円�
  前中間期 196,709百万円�

当中間期�
2004年9月30日� 2003年9月30日� 2004年9月30日� 2003年9月30日�

前中間期� 科　　目� 当中間期� 前中間期�
科 　 目 �

254,322�

190,858�

57,024�

6,439�

�

1,583�

2,772�

5,250�

�

491�

588�

5,152�

950�

276�

3,925�

△45,184�

2,350�

38,908

223,073�

168,847�

55,677�

△1,451�

�

2,628�

1,440�

△264�

�

2,830�

4,925�

△2,359�

687�

355�

△3,402�

3,059�

–�

342

自 2004年4月 1 日�
至 2004年9月30日�

自 2003年4月 1 日�
至 2003年9月30日�

当中間期� 前中間期�

経常損益の部�

特別損益の部�



インフォメーション�

会社の概況� 大株主�

株主メモ�

株式の状況�

日本ビクター株式会社�

〒221-8528�
横浜市神奈川区守屋町三丁目12番地�

1927年（昭和2年）9月13日�

34,115百万円�

（連結）33,702名　  （単独）7,456名�

発行済株式総数 254,230,058株�
株主数  13,301名�
所有者別分布状況の概要�
 個人・その他 24,973千株 9.82％ 12,794名�
 金融機関 67,955千株 26.74％ 65名�
 一般法人 140,053千株 55.09％ 241名�
 外国人 19,611千株 7.71％ 163名�

松下電器産業株式会社 133,227 52.40�
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 21,127 8.31�
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 11,973 4.71�
第一生命保険相互会社 7,199 2.83�
松下不動産株式会社 4,629 1.82�
株式会社三井住友銀行 3,602 1.42�
株式会社みずほコーポレート銀行 3,418 1.34�
資産管理サービス信託銀行株式会社（信託B口） 2,213 0.87�
野村信託銀行株式会社（投信口） 1,525 0.60�
資産管理サービス信託銀行株式会社（信託A口） 1,497 0.59

決算期�

定時株主総会�

株主確定基準日�

�

�

�

公告掲載新聞�

貸借対照表及び損益計算書�

掲載のインターネットアドレス�

インターネットアドレス�

商品に関する電話お問合せ先�

（カタログのご請求等）�

�

上場証券取引所�

�

1単元の株式数�

名義書換代理人�

�

�

�

株式の名義書換、住所変更その他�

株式事務に関するお問合せ先�

社 名 �

本 店 �
�

設立年月日�

資 本 金 �

従 業 員 数 �

役 員�

（注） 1. 相磯秀夫氏は、商法第188条第2項第7号ﾉ2に定める社外取締役であります。�
 2. 松尾 眞、中島不二雄の両氏は、商法特例法第18 条第1 項に定める社外監�
  査役であります。�

取 締 役 社 長 �
専 務 取 締 役 �
専 務 取 締 役 �
常 務 取 締 役 �
常 務 取 締 役 �
常 務 取 締 役 �
常 務 取 締 役 �
取 　 締 　 役 �
取 　 締 　 役 �
取 　 締 　 役 �
取 　 締 　 役 �
取 　 締 　 役 �
取 　 締 　 役 �
取 　 締 　 役 �
取 　 締 　 役 �
取 　 締 　 役 �
監査役（常勤）�
監査役（常勤）�
監査役（常勤）�
監 　 査 　 役 �
監 　 査 　 役 �

寺　田　雅　彦�
山　口　南海夫�
土　屋　栄　一�
土　谷　繁　晴�
平　林　正　稔�
谷　井　幸　洋�
佐　藤　国　彦�
相　磯　秀　夫�
藤　澤　　　宏�
本　田　豊　晴�
河　田　晋　吾�
一　條　　　裕�
三　村　益一郎�
入内島　嘉　孝�
斉　藤　五　郎�
卜　部　　　勉�
会　田　隆　雄�
高　島　　　肇�
務　台　昭　男�
松　尾　　　眞�
中　島　不二雄�

株 主 名 所有株式数（千株） 比率（%）�

（2004年9月30日現在）�

（2004年9月30日現在）� （2004年9月30日現在）�

地球環境を保護するために、再生紙と大豆油インキを使用しています。�

毎年3月31日�

毎年6月�

（1）定時株主総会議決権行使株主 毎年3月31日�
（2）利益配当金受領株主  毎年3月31日�
（3）中間配当金受領株主  毎年9月30日�
その他必要ある場合は、取締役会の決議によりあらかじめ公告いたします。�

東京都において発行する日本経済新聞�

http://www.jvc-victor.co.jp/company/kessan/index.html�

http://www.jvc-victor.jp/�

お客様ご相談センター　�0120-2828-17�
　  （携帯電話・PHS等からのお問合せ先）�
　　　03-5684-9311�

株式会社東京証券取引所（第一部）�
株式会社大阪証券取引所（第一部）�

1,000株�

大阪市中央区北浜四丁目5番33号�
　住友信託銀行株式会社�
同事務取扱場所　東京都千代田区丸の内一丁目4番4号�
　住友信託銀行株式会社　証券代行部�
同取次所　住友信託銀行株式会社　全国本支店�
●郵便物のご送付先�
　〒183-8701東京都府中市日鋼町1番10�
　　住友信託銀行株式会社　証券代行部�
●電話お問合せ先�
　（住所変更等用紙のご請求） �0120-175-417�
　（その他のご照会） �0120-176-417�
●インターネットアドレス�
http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/retail/service/daiko/index.html�
●単元未満株式の買取請求・買増請求について�
単元未満株式（1株～999株）の買取請求（ご売却）・買増請求（ご購
入）については、上記の住友信託銀行㈱にお申し出ください。ただし、㈱
証券保管振替機構に株券を預託されている場合は、お取引の証券会社
にお申し出ください。�


